
令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

1

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

①施設管理 生涯学習課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　冬季の気温が特に低い日において、はだ
の歴史博物館正面入口（屋外）のタイル
に、清掃委託業務の職員が水を撒いたとこ
ろ、凍結してしまい、知らずに通行した所
属職員が転倒しそうになった。

　凍結箇所を来館者等が通行することがな
いよう、すぐに通行制限措置を行うととも
に、凍結防止剤を散布し、凍結の状態を改
善した。

　天候（気温）の状況を見誤り、水撒きに
よる凍結を予測できなかった。

　所属職員と清掃委託業務職員とで清掃方
法を見直し、冬季は、凍結の恐れがある場
所は水を撒かない清掃方法に変更した。

財産管理課

2

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

①施設管理 図書館 Ａ (1)
所
属
職
員

　正面玄関風除室天井より、雨漏りが発生
し、利用者の出入りが制限された。

　利用者の安全確保、注意喚起を行い、バ
ケツなどを天井下に設置し、床が濡れない
ようにするとともに、雨漏り箇所にはタオ
ルを敷いた。
　館内施設・設備に影響がないか確認し
た。

　施設の劣化によるものと考えられるが、
原因は不明。

　令和７年度下半期、雨漏りの原因を調査
するため、公共建築課と連携し、調査委託
を実施した。結果を分析し、令和９年度に
は漏水防止工事を実施できるよう予算計上
し、再発防止を図る。

財産管理課

3

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

①施設管理 図書館 Ａ (1)
所
属
職
員

　視聴覚室入口付近の天井（照明器具の
淵）から雨漏りが発生。

　利用者の安全確保、注意喚起を行い、バ
ケツなどを天井下に設置し、床が濡れない
ようにするとともに、雨漏り箇所にはタオ
ルを敷いた。
　館内施設・設備に影響がないか確認し
た。

　施設の劣化によるものと考えられるが、
原因は不明。

　他にも数か所雨漏りが発生しているた
め、公共建築課と連携し、原因の調査結果
を分析し、令和９年度には漏水防止工事を
実施できるよう予算計上し、再発防止を図
る。

財産管理課

4

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

①施設管理 こども政策課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　ぽけっと21しぶさわに設置している空調
設備について、経年劣化による不具合が生
じた。

　来室する乳幼児、保護者等に安全安心な
サービスを提供できるよう早急に対応が必
要なため、積算外執行により空調設備の更
新を行った。

　設置後15年が経過し、経年劣化により故
障した。

　日常的に設備を使用する現場スタッフと
作動状況等の情報共有を緊密に行い、設備
の更新を適時適切に行う。

財産管理課

5

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 行政経営課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　国勢調査の調査員説明会時に、プロジェ
クター映像が映らなくなってしまった。

　配布資料を基に説明会を進めた。
　その後、別の会場でも同様の事案が数回
生じたが、対応方法を確認していたため、
大きな問題とならなかった。

　準備の際には問題なかったため、機器ト
ラブルによるものと推察される。

　事前に接続確認等行ったうえで説明会を
開催しているが、別の機器の準備やプロ
ジェクターが使えなかった際の進行を想定
しておく。 財産管理課

6

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 地域安全課 Ｉ (4)
市
民
等

　放置自転車等保管場所において、会計年
度任用職員が水道を使用した後、水道に取
り付けたホースのアタッチメントが外れた
ことに気づかず、水が流れたままになって
いた。

　外れて間もないうちに市民から通報があ
り、水道料金も例月どおりであった。

　日頃、ホースを使用していない時は、水
道の蛇口を閉じているが、この時は水道の
蛇口を開いたままにしてしまったこと。

　ホースを使用していない時は、水道の蛇
口が閉じていることを複数名で確認するこ
と。

財産管理課

7

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 農業振興課 Ａ (1)
所
属
職
員

　鳥獣止め刺し用の電気槍を車内に積載
し、スライドドアを閉めたところ、固定さ
れていなかった槍が窓に接触し、窓が損傷
した。

　運転手は既に乗車しており、荷物の搬入
は助手席の職員に任せていたところ発生し
た。

　電気槍が長尺であったため、十分な固定
が必要であった。

　電気槍の先端部分を取り外し可能なよう
に整備し、固定を容易とした。

財産管理課

8

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 農業振興課 Ａ (1)
所
属
職
員

　電気設備点検に伴う停電に当たり、直前
の退庁時にNASの電源をオフにすることを
失念したことで、NASが故障した。

　デジタル推進課に連絡し、機器内部の損
傷であることを確認した。
　新たにNASを購入し、庁内で実績がある
事業者にデータ復旧を委託した。

　停電は事前に通知されていたが、NASの
電源をオフにしなかったこと。

　停電等の予定が通知されたら、直ちにグ
ループウェアのスケジュールに登録し、課
内職員への周知を徹底する。

財産管理課

9

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　情報セキュリティ監査で、調達したNAS
について、ワイヤーロック等の盗難対策が
施されていなかったことを指摘された。

　機密性の高い情報が含まれるNAS搭載の
PCについては、ワイヤーロックによる盗難
対策を実施した。

　機密性の高い情報資産の適切な保管方法
について、当課の情報セキュリティ管理者
及び課員が十分に理解できていなかった。

　機密性の高い情報が含まれるNAS搭載の
PCについては、ワイヤーロックによる盗難
対策を実施した。

財産管理課

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３
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№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
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事例の類型化によ
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発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

10

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 開発指導課 Ｉ (5)
監
査

　備品管理について、財務会計システム備
品管理台帳に登録された物品の令和６年度
末の現在高調査が漏れていた。

　年度内に調査を行い起案する。 　手続に対する理解が不足していた。 　毎年度末に調査を実施する。

財産管理課

11

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 建築指導課 Ｉ (5)
監
査

　備品の管理について、平成２８年度以前
に購入されたものは備品管理票によって在
庫高を管理していたが、平成２９年度以後
に購入された物品は文書管理システム上の
起案を要することを要するが、令和６年度
末に購入した物品に関して、起案が漏れて
いた。

　3月30日までに物品確認を終えれば足り
るため、年度内に起案の対応を行う。

　手続に対する理解不足によるもの。 　令和７年中に備品管理表のオンライン化
が完了したため、今年度末よりすべて電子
システム上での管理に切替えとなることを
確認した。

財産管理課

12

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 公園課 Ｉ (5)
監
査

　財務会計システムに登録された備品の現
在高調査（財産規則第４６条）の事務を毎
年していなかった。（紙の備品管理台帳は
確認していた。）

　本年度から対応する。 　備品の管理事務の知識不足。 　備品の管理について改めて確認し、課内
で情報を共有する。

財産管理課

13

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 水道施設課 Ａ (5)
監
査

　固定資産のうち、資産№のシールが貼ら
れていないものがあった。

　資産番号、名称及び取得年度を表記した
シールを貼付した。

　資産取得時にシールを貼付することを失
念したか、貼付後に剥がれたか、原因が不
明

　資産台帳を適宜確認するとともに、使用
時に資産№のシールを確認する。

財産管理課

14

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 議事政策課 Ａ (5)
監
査

　備品ラベルが貼付されていないものが
あった。
　廃棄した備品の管理票が、廃棄処理から
１０年間経過したものも保存されていた。

　ラベルを作成し、貼付した。
　１０年間経過した廃棄の管理票は破棄し
た。

　ラベルの貼付けを失念した。また、確認
時は品名と現物を確認するのみで、ラベル
を確認しなかった。
　保存年限を意識していなかった。

　備品を購入、受入れしたときは、必ずラ
ベルを貼る。また、確認時はラベルで備品
管理番号も確認する。
　保存年限を意識して文書整理を行う。 財産管理課

15

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 議事政策課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　棚上に書籍等を保管し、落下防止措置を
とっていなかった。

　書籍等をキャビネットや書架へ移動し
た。

　調べ物に必要な書類を職員や議員が見つ
けやすい場所に保管していた。

　利便性だけでなく安全性も考慮して事務
所を整理・整頓する。

財産管理課

16

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

②物品管理 予防課 Ｉ (5)
監
査

　備品の現品照合時期が誤っていた。 　改めて、年度末に実施することで対応す
る。

　物品現在高報告に関する運用の認識不足
によるもの。

　年度末の業務実施事項に「現品照合」を
追加した。

財産管理課

17

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

③車両管理
（運転含
む）

生涯学習課 Ａ (1)
所
属
職
員

　公用車を教育庁舎駐車場に停めた際、荷
物の積み直しのために助手席ドアを開けと
ころ、強風にあおられ、隣に駐車していた
公用車のドア部分に当たってしまった(車
への傷や凹みはなし)。

　事故マニュアルに基づき対応した。相手
方車両の持ち主への連絡と謝罪、警察への
届出、財産管理課への報告を行った。

　周囲の状況（時折強風が吹いていた）を
考慮せず、荷崩れに気づき咄嗟にドアを開
けてしまった。

　状況に応じた安全対策の徹底を再度確認
した。

財産管理課

18

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

③車両管理
（運転含
む）

こども政策課 Ａ (1)
所
属
職
員

　本庁舎北側車庫に車両を駐車するため後
退した際に、フロントバンパーの右側面を
車庫の支柱に擦ってしまった。

　所属長及び財産管理課に事故報告を行っ
た。（財産管理課により車両修理を実施）

　後退時の周囲の安全確認不足
　他の職員による車両の誘導、安全確認を
行っていなかった。

　可能な限り二人以上の複数名で乗車し、
後退時等は同乗者による誘導、安全確認を
徹底する。

財産管理課
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資料３

19

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

③車両管理
（運転含
む）

農業振興課 Ａ (1)
所
属
職
員

　道路外の農地を走行中に、立木の枝下部
を通過する際に天井キャリアに設置したス
ピーカーを認識していたが、接触した際に
受け流せると判断しそのまま通過したとこ
ろ、スピーカーが破損した。

　運転日報に、事故対応マニュアルを綴じ
ており、すぐにマニュアルに従った対応を
した。

　運転手が立木の枝を受け流して走行でき
ると考えて走行したため。
　また、助手席の職員は敷地内の封鎖ロー
プを外すために車外に出ており、注意が間
に合わなかった。

　運転手には車高を意識するよう課内で周
知するとともに、道路外での走行が多い業
務なので、運転手が注意するだけでなく、
助手席職員が十分に補助することとした。 財産管理課

20

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

③車両管理
（運転含
む）

公共建築課 Ａ (1)
所
属
職
員

　公用車にて工事現場へ向かう際、交通事
故を起こした。（物損）

　事故対応マニュアルに沿った処理を行っ
た。（警察への連絡、上長及び財産管理課
へ報告、報告書作成など）

　丁字路における左右の確認が足りていな
かった。
　業務の都合上、職員一人での公用車運転
となってしまった。

　丁字路で一時停止がなくても、一時停止
し、左右を十分確認してから徐行で進入す
る。
　公用車を運転する際は、必ず二人以上と
することを徹底する。

財産管理課

21

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

③車両管理
（運転含
む）

公園課 Ａ (1)
所
属
職
員

　車両事故に対して、事故後の適切な対応
が取れていなかった。

　財産管理課に確認しながら、適切な事故
対応を改めて行った。

　事故発生の対応に関する認識不足による
もの。

　車両事故発生時のマニュアルについて、
課内で確認、周知するとともに、始業時の
連絡等で改めて確認した。

財産管理課

22

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

3
進捗管理
の未実施

④スケ
ジュール管
理

建設総務課 Ａ (4)
市
民
等

　道路継続占用料について、例年よりも通
知が遅くなったため、占用者から問合せが
きた。

　問合せ時には決裁中であったため、速や
かに処理できるよう対応した。

　占用料の計算などに手間取ってしまい、
例年よりも事務処理が遅くなった。

　新年度に入り次第、早急に対応できるよ
うスケジュール管理を徹底する。

行政経営課

23

- - -

④スケ
ジュール管
理

建設総務課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　50万円以下の修繕は支出負担行為が必要
ないため、支払いをしていない修繕が何件
あるのか把握出来ていなかった。そのた
め、年度末に修繕費の残額が分からず、予
算額を超える修繕の依頼を行おうとしてし
まった。

　支出負担行為を入力し、金額を明確にし
た。

　修繕費の執行管理用の帳簿を活用できて
いなかった。

　その都度、帳簿に入力し、定期的な確認
を行う。

行政経営課

24

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

3
進捗管理
の未実施

④スケ
ジュール管
理

下水道施設課 Ａ (1)
所
属
職
員

　前年度に施工した工事代金の未払いが
あった。

　現年度予算において工事代金を支払っ
た。

　担当者が事務処理を失念したことと、管
理職の執行管理が行き届かなかったことが
重なってしまった。

　執行管理表（エクセルシート）を改良
し、課長代理と担当者がそれぞれ入力する
欄を設け、執行管理を強化した。

行政経営課

25

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

3
進捗管理
の未実施

④スケ
ジュール管
理

教育総務課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　寄附を受ける際に受理している申出書の
処理が後回しになっており、９月から１１
月分の決裁が未処理であることが判明し
た。

　判明後、同僚職員の協力もあり、速やか
に処理を行ったため、アクシデントには至
らなかった。

　複数の事務が集中し、多忙さから後回し
となり、処理が漏れていた。

　業務をリスト化して、処理漏れの無いよ
うにした。

行政経営課

26

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

3
進捗管理
の未実施

④スケ
ジュール管
理

教育指導課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　県からの委託金を活用した事業執行にあ
たり、契約期間内で一部予算が未執行にな
る危険が生じた。

　打合せ等での繰り返しの声掛けによる効
果もあり、気付くことができ、契約期間内
での執行完了となった。

　進行管理が担当個人のみとなっており、
課としてのリスクマネジメント機能が不十
分であった。

　補助金委託金の情報を一覧にまとめた進
行管理シートを作成し、対象経費や執行完
了時期、契約満了期間を明記することでリ
スクマネジメント機能の強化を図る。 行政経営課

27

- - -

⑤連絡・連
携不足

こども家庭支
援課

Ｉ (4)
市
民
等

　相談事業において、保護者と面接を予定
していたが、時間に来所されないため電話
連絡をしたところ、保護者から面接日変更
の連絡が入っていたことが判明。対応した
者が担当者への伝言を失念していた。

　保護者に謝罪し、再度日程調整した上で
面接を実施した。

　伝言漏れによるもの。 　保護者からの連絡の共有の仕方につい
て、職員間で検討し、連絡事項は、すべて
相談記録に記載することとした。

行政経営課
人事課
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令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

28

- - -

⑤連絡・連
携不足

観光振興課 Ａ (4)
市
民
等

　丹沢まつりの事務を引継いだ際に前任者
が文書の送付ができておらず、送付先から
の問合せにより、文書が送付できていない
ことが発覚した。

　送付できていない方に至急送付した。 　引継ぎ時に細かい作業内容の確認を怠っ
たため。

　課内で声掛けを行っている。また、施行
しているか決裁文書に記入することとし
た。

行政経営課
人事課

29

- - -

⑤連絡・連
携不足

警防課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　簡易的な文書での外部機関とのメール連
絡において、相手方のセキュリティ強化に
より本市メールの確認に日数を要し、連絡
の行き違いから特定のスケジュールが過密
となる事案が生じた。

　先方に対し電話連絡を入れるが、留守番
電話が多く、伝言メッセージを残すなど、
複数回にわたってメールと電話連絡を交互
に行った。

　簡易な連絡事項であったため、外部メー
ルの送受信だけで処理しようとしたことか
ら、相手方の意向確認に時間を要したも
の。

　こちらで送信したメールに対する反応が
無い場合、一定の日数で返信が無い場合
は、直ちに別手段での連絡・確認を行うこ
と。
簡易な連絡事項であっても、業務に影響が
出る場合は、正式な文書を発送することを
検討すること。

行政経営課
人事課

30

- - -

⑤連絡・連
携不足

警備第一課 Ａ (1)
所
属
職
員

　消防隊及び救急隊との連携した出動にお
いて指令場所と異なる場所へ出動した。

　気付いた時点ですぐに正しい指令場所に
向かった。

　出動場所及び出動経路の確認不足による
もの。

　出動時においては、出動全隊員で出動場
所及び出動経路の共通認識を図るととも
に、継続した出動途上情報の共有を部隊で
徹底する。

行政経営課
人事課

31

- - -

⑤連絡・連
携不足

警備第一課 Ａ (1)
所
属
職
員

　署外訓練中、消防隊及び救急隊との連携
した出動指令を傍受したが、直近指令に
よって自隊が選定される認識が薄く、訓練
を継続し消防隊の出動が遅延した。なお、
救急隊は先行し到着していた。

　指令センターから出動確認の連絡が入
り、体制を整え出動した。

　直近指令に対する認識不足によるもの。 　署外の訓練等、車両を直接確認できない
場合、直近選定されることを再認識し、訓
練を実施する。
　また、無線傍受に支障がある場合、指令
センターに直接出動部隊の確認をするとと
もに、予告指令傍受時、訓練を中断し、本
指令終了まで全員で指令内容や出動部隊を
確認する。

行政経営課
人事課

32

- - -

⑥文書管理 行政経営課 Ａ (4)
市
民
等

　国勢調査書類（世帯住所等の記載前）の
落し物が市民から報告された。

　報告者宅を訪問し、発見された調査書類
を回収した。
　該当調査員には、厳重注意のうえ書類を
渡した。

　初めての調査員事務で、訪問終了時の確
認を怠ったため。

　調査時における注意事項として、今後の
調査事務で調査員等と情報共有を行う。
　調査員経験も考慮した調査区数の割振り
を行う。 文書法制課

33

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑥文書管理 契約検査課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　令和７年４月１日に契約規則を改正した
が、庁内マニュアルに影響があったものの
修正が漏れていた。

　マニュアルを修正し、全体を見直した。 　影響範囲の確認不足によるもの。 　契約規則を改正する場合には、マニュア
ルや様式への影響調査を行い、確実に修正
を行う。

文書法制課

34

- - -

⑥文書管理 地域安全課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　個人情報が記入された用紙を運んでいた
とき、急な突風により紙が吹き飛ばされて
しまった。

　吹き飛ばされた後、用紙は無事に回収で
きた。

　用紙をファイルに入れていなかったこ
と、また用紙をしっかり持っていなかった
こと。

　個人情報入りの用紙を含め、何かを運ぶ
際は飛ばされてしまう可能性も考慮し、
ファイル等に入れて運ぶ。

文書法制課

35

- - -

⑥文書管理 地域共生推進
課

Ｉ (1)
所
属
職
員

　課内のプリンタで印刷した際、印刷した
ことを忘れてプリンタに用紙が残ったまま
になっていた。（個人情報の記載なし）

　発見した所属職員が、課内職員に声をか
け、印刷物を手渡した。

　作業途中に何度か印刷をしており、個人
情報の記載がなかったことから、印刷物を
取りに行くことを失念した。

　毎日行う朝礼の際に、所属職員に注意喚
起を行った。

文書法制課

36

- - -

⑥文書管理 生活援護課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　公印使用時に、公印管理課に関係書類を
置き忘れ、その場を離れたが、その後気付
き取りに戻った。

　すぐに担当者が置き忘れに気付き取りに
戻り、公印管理課が気づいて保管していた
関係書類を受け取った。

　公印使用後、関係書類等の置き忘れなど
の確認を行わなかった。

　書類の紛失や情報漏洩につながる恐れも
あるため、庁内外にかかわらず、携帯する
書類等の置き忘れや落下等がないかを常に
確認する。 文書法制課
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令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

37

- - -

⑥文書管理 高齢介護課 Ｉ (5)
監
査

　末広ふれあいセンターにおいて、個人情
報が記載されたファイルが、鍵のかかって
いないキャビネットで保管されていた。

　末広ふれあいセンターで保管している
ファイルを確認し、個人情報が記載されて
いるものは鍵付きキャビネットに移動し
た。

　機密性の高い情報資産の把握及び適切な
保管方法について、担当職員が十分に理解
できていなかったことが原因。

　情報資産の取扱について、再確認した。

文書法制課

38

- - -

⑥文書管理 まちづくり計
画課

Ｉ (5)
監
査

　一部の情報資産（文書）が、事務室から
離れた被監査部門の職員の目が届かない
キャビネット（施錠なし）に保管されてい
た。

　個人情報が含まれる文書を職員の目の届
く安全な場所（鍵つきのキャビネット等）
で保管する。

　キャビネット等の配置換えや文書整理の
際に物を収めることばかり考えてしまい、
情報資産の取扱いについて認識はしていた
が、個人情報が含まれる書類が混在してい
たことに気が付かなかった。

　キャビネット等の配置換えや文書整理を
行う際には、各情報資産の中身を再確認
し、適切に保管するようにする。

文書法制課

39

- - -

⑥文書管理 まちづくり計
画課

Ｉ (5)
監
査

　請求書の原本を、１０年で保存すべきと
ころ、５年保存としていた。

　規定どおり保存されるよう、１０年保存
表紙に綴り替えた。

　契約書類といっしょに綴られているケー
スもあったため、職員の認識不足が原因と
考えられる。

　適切に文書の保存がされるよう、課内で
周知するとともに、現年度契約書類を保管
するキャビネットにテプラを貼り、目視で
確認できる環境にした。 文書法制課

40

- - -

⑥文書管理 まちづくり計
画課

Ｉ (5)
監
査

　令和７年度契約業務の準備行為として、
令和６年度起案の執行伺いを令和７年度
フォルダに保存すべきところ、令和６年度
フォルダに保存していた。

　決裁権者（丁決裁）に説明し、保存年度
を正しく修正した。

　電子決裁システムの習熟不足によるも
の。

　次年度の準備事務を行う際に、文章分類
だけではなく、対象年度も確認するよう課
内に周知するとともに、次年度へ向けた事
務が多くなる時期に再度周知する。 文書法制課

41

- - -

⑥文書管理 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　文書管理システム内に同一の執行起案が
２件存在しているものがあった。

　支払処理に重複はなく、文書管理システ
ムでの重複だけだったため、重複している
起案のうち1件を削除処理した。

　文書管理システムで「文書流用」により
起案した際、内容のみ修正し、件名を修正
せずに起案してしまったため。

　文書流用をした際は、件名や内容をよく
確認し、文書管理システム内の文書も適切
に管理する。

文書法制課

42

- - -

⑥文書管理 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　請求書原本の保存年数が間違っているも
のがあった。

　正しい保存年数で適切に保管する。 　事務運用ルールの認識不足によるもの。 　マニュアルを再確認し、適切に管理す
る。

文書法制課

43

- - -

⑥文書管理 水道施設課 Ｉ (5)
監
査

　執行及び締結起案について、文書管理シ
ステムにおいて同一のものが２件存在して
いた。

　不要な起案について、適切に廃棄処理を
行った。

　電子決裁の公印申請に誤りがあったた
め、再起案を行ったが、不要な起案の廃棄
処理を失念していたことによる。

　事実が発生した時点で適切に処理すると
ともに、担当者及び決裁者の確認を入念に
行う。

文書法制課

44

- - -

⑥文書管理 議事政策課 Ｉ (5)
監
査

　令和６年度はだの議会だより第２５２号
の印刷について、執行起案が令和５年度に
保存されていた。

　保存年度を修正した。 　起案年度で文書を保存していた。 　保存年度の考え方を課内で共有した。

文書法制課

45

- - -

⑥文書管理 警備第二課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　統計事務を行うため、他課職員が紙媒体
の車両日誌を確認しようとしたところ、紛
失しているのが発覚した。

　部内の上席者に報告し、その後、文書法
制課に報告する。

　保管期限の過ぎた機密文書を廃棄する
際、保存文書と混在してしまい、誤って廃
棄してしまったため。

　保管期限のあるものは施錠管理し、今後
は紙媒体での保存は行わず、電子決裁とす
る。

文書法制課
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令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

46

- - -

⑥文書管理 警備第一課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　救急指令場所の地図、通報者の電話番号
等が記載された出動指令書を事案終了後に
紛失したことが発覚した。

　帰署後、救急出動場所に出向し、捜索し
たが発見できず、搬送した病院に連絡し、
救急車駐車スペースを捜索してもらったと
ころ、発見された。

　発生場所等の確認のため、救急車外へ指
令書を携行したことにより、紛失位置の特
定に時間を要した。

　指令書に記載されている必要な情報は救
急出動の際に携行しているタブレットへ入
力し、救急車外へは指令書を持ち出さない
ことを徹底する。 文書法制課

47

- - -

⑥文書管理 警備第一課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　本署、大根分署及び鶴巻分署において保
存期間中の運転日誌の一部を紛失した。

　署員全員に確認して探し、原因究明を
行った。

　機密文書を廃棄した際に保存文書と廃棄
文書が混在し、廃棄してしまった。

　文書分類表の保存年数の再確認、キャビ
ネット内文書の施錠管理及び文書管理シス
テムでの電子保存としたもの

文書法制課

48

- - -

⑦誤記載 財政課 Ａ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　令和６年度主要な施策の成果報告書、令
和６年度決算附属資料及び令和８年度予算
資料において、記載内容に誤りがあった。

　成果報告書等を配付済みであったため、
正誤表の作成及び配付を行った。

　記載内容の確認不足によるもの。 　担当者が資料の作成及び確認を行った
後、課内全員が内容の確認を行うようにし
ている。
　また、関係課に確認依頼をする際には、
確認漏れが起こらないよう、メールで依頼
したのち、庶務担当課等を通じて周知を
図っている。

文書法制課

49

- - -

⑦誤記載 広報広聴課 Ａ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　広報紙（令和７年４月１日号）の掲載ミ
ス（数値誤り）があった。

　修正版ＰＤＦデータを市ホームページに
アップロードし、訂正内容を記載した。

　８面に記載した「秦野丹沢野外彫刻展マ
ケット展」の作品応募数について、広報紙
の編集期限後に、応募辞退者が出たため。

　掲載情報の確定が編集期限間近になるこ
とが見込まれるイベントや事業について
は、当課と担当課の双方で厳密にチェック
し、掲載時期の変更や不確定情報の省略な
どを実施する。

文書法制課

50

- - -

⑦誤記載 広報広聴課 Ａ (1)
所
属
職
員

　市公式ＬＩＮＥ（令和７年１０月１日午
前１０時配信分）の誤配信（日付誤り）が
あった。

　お詫び、訂正のメッセージ及び日付を修
正したメッセージを配信した。

　配信メッセージの作成時に誤りがあり、
当課内でテスト配信を行ったが、気付くこ
とができなかったため。

　テスト配信の際に課員に声掛けをするな
どして、事前確認を徹底する。

文書法制課

51

- - -

⑦誤記載 広報広聴課 Ａ (1)
所
属
職
員

　市公式ＬＩＮＥ（令和７年１０月２日午
後５時配信分）の配信ミス（リンク誤り）
があった。

　お詫び、訂正のメッセージ及びリンク先
を修正したメッセージを配信した。

　担当課から提出されたＬＩＮＥ配信依頼
票に記載のＵＲＬが誤っており、当課内で
テスト配信を行ったが、気付くことができ
なかったため。

　テスト配信の際にメッセージの文面だけ
でなく、リンク先のチェックについても課
員に声掛けをし、事前確認を徹底する。

文書法制課

52

- - -

⑦誤記載 市民税課 Ｉ (5)
監
査

　起案の誤記、条項誤り等について、定期
監査の事前調査で指摘を受けた（３項
目）。

　記載誤りを修正した。 　起案に当たり過去の文書を流用する際
に、確認・認識が不足していた。

　各職員が業務担当者としての自覚を持
ち、前例を過信せず、確認を怠らないよう
にする。

文書法制課

53

- - -

⑦誤記載 地域共生推進
課

Ｉ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　印刷室に印刷依頼をした際、用紙の大き
さを誤ったまま申請してしまった。

　印刷室職員から用紙の大きさについて、
印刷前に確認連絡があり、誤りに気付き、
用紙サイズを修正した。

印刷依頼が立て続けにあり、以前申請した
様式を再利用して申請したことにより誤っ
てしまった。

毎日行う朝礼の際に所属職員に注意喚起を
行った。また、印刷承認する管理職が担当
者に再確認することなどを確認した。

文書法制課

54

- - -

⑦誤記載 障害福祉課 Ｉ (4)
市
民
等

　補装具の支給事務において、見積金額に
変更があったため、再算定を行った際、自
己負担額が生じないにもかかわらず、通知
に金額が標記されてしまった。
　通知後に事業者から問い合わせがあり、
事案が判明した。

　事業者に依頼し、通知の差し替えを行っ
た。

　事務担当者が複数案件の支給決定を連続
で行う中で、確認が不十分となり発生した
もの。

　担当内で事案を共有し、算定の確認を徹
底することとした。

文書法制課

6 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

55

- - -

⑦誤記載 環境資源対策
課

Ａ (1)
所
属
職
員

　R8.2.17以降に配布している令和８年度
資源とごみの分別カレンダー（大根Ｂ地
区）における１１月の資源物及び廃食用油
の収集日について、２箇所に記載誤りが
あった。
 (1)　１１月２日（月）の収集品目である
「資源物及び廃食用油」の記載が　抜けて
しまっていた。
 (2)　１１月１６日（月）の収集品目につ
いて、正しくは「資源物」のみだが、誤っ
て「資源物及び廃食用油」が記載されてし
まっていた。

　令和８年４月から、ホームページ及びご
み分別アプリ「さんあ～る」、公共施設等
での配架場所において誤りについての周知
を行う。また、配布した５自治会及び共同
住宅管理者へ周知の通知文を送付するほ
か、自治会員への回覧物を市民活動支援課
に依頼予定。転居者及び転入者へは窓口で
訂正表を同時配布してもらうよう、戸籍住
民課へ依頼予定。なお、１０月中旬頃に大
根B地区の収集場所（114箇所）への掲示を
実施予定。

　初稿作成時点での記載誤り及び確認不
足。
　また、校正した時の確認不足。いずれも
複数人で複数回数確認をしたが漏れてし
まった。

　作業手順を整理し、業務マニュアルの作
成及び複数人で確認時のチェックリストの
作成等により、確認方法の改善を行う。

文書法制課

56

- - -

⑦誤記載 生活環境課 Ａ (1)
所
属
職
員

　狂犬病予防注射済票の手続に来庁された
方には、注射経過を記入できる「犬の登
録・狂犬病予防注射実施カード（以下、
「実施カード」という）」を交付してい
る。その際、生活環境課において、犬の名
前・犬種等の情報に加え、マイクロチップ
番号を印字した上で交付しているが、交付
後に、その番号に誤りがあることが発覚し
た。

　その日に来庁された、記載誤りのある５
名に対し、謝罪の電話・通知を送付すると
ともに、正しい番号を印字した実施カード
を再交付した。

　犬の情報等を一度パソコンに登録し、そ
こからCSVデータを作成した後、マイクロ
チップ番号として、本来は、そのデータの
9桁、10桁、11桁目の値を抽出ししななけ
ればならないところ、9桁、9桁、10桁目を
抽出し、印字する設定になっていた。さら
に、印字した実施カードの番号を最終確認
しないまま、飼い主に交付していた。

　飼い主に実施カードを交付する際は、２
名以上の職員でダブルチェックを行うこと
とした。
　また、定期的にデータ抽出の設定が、ず
れてしまっていないか、確認することとし
た。 文書法制課

57

- - -

⑦誤記載 建築指導課 Ａ (1)
所
属
職
員

　建築計画概要書等の内容を転記して作成
する記載事項証明の交付について、記載に
誤記のある証明を交付した。

　交付後に職員が気が付き、申請者に対し
て差し替えの連絡を取り、正しい記載の証
明書と差し替えを行った。

　記載事項証明書は作成者と確認者の計２
名で作成をしているが、双方の確認が漏れ
てしまった。

　本アクシデントを課内で周知し、交付前
の確認を入念に行うよう、再度確認を行っ
た。

文書法制課

58

- - -

⑦誤記載 議事政策課 Ａ (1)
所
属
職
員

　６月定例月会議の際に、本会議の中継シ
ステムで表示する部長名の修正ができてお
らず、テロップに前年度部長名が一時的に
表示されてしまった。

　会議中はテロップを削除し、会議終了後
に部長名の修正を行った。
　録画中継では、委託事業者に連絡し、テ
ロップの修正を依頼し、中継映像に上書き
してもらった。

　年度当初の議会における部長名の確認作
業ができていなかった。

　定例月会議終了後の反省会で課内で改め
て共有し、各定例月会議の準備内容をまと
めたマニュアルに、部長名の確認を徹底す
るよう追記した。 文書法制課

59

- - -

⑦誤記載 教育研究所 Ｉ (1)
所
属
職
員

　児童生徒を表彰する「はだのっ子アワー
ド」の表彰状の原本に誤記載があり、差し
替え依頼を行った。

　発注後に誤記載に気づき、差し替え依頼
を行った。

　はだのっ子アワードの開催が例年よりも
１か月早かったが、準備を早くできず、短
い期間で業務を行ったため発生した。

　スケジュール管理をより視覚化し、所員
が互いの業務の進捗を把握できるようにし
た。

文書法制課

60

- - -

⑦誤記載 教育指導課 Ａ (1)
所
属
職
員

　令和６年度決算書作成の際、一度決裁済
みの文書において、報告数に誤りが複数か
あることが発覚した。

　教育総務課に連絡した後、財政課へ連絡
を行い、正誤表を作成して対応した。

　起案文書の確認不足。チェック体制が十
分に整っていなかった。

　根拠資料との照合作業をチームで実施
し、確認の徹底を図る。
　回答期限までの日が短いことも原因の一
つであるので、あらかじめ基礎資料を整え
る。

文書法制課

61

- - -

⑧誤送付 秘書課 Ａ (7)
そ
の
他

　表彰者審査委員会において、当日欠席を
した委員3名に対し、委嘱状及び資料を送
付する際、誤ってそれぞれ別の委員の委嘱
状を封入した。委員からの申出により発覚
した。

　委員のもとへ伺い謝罪のうえ、委嘱状を
回収。改めて正しいものをお渡しした。

　封入作業時の確認不足によるもの。 　封入作業時は、必ず２人体制で確認を行
うこととした。

行政経営課
文書法制課
デジタル推
進課
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契
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ベ
ル
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主管課

資料３

62

- - -

⑧誤送付 市民活動支援
課

Ａ (4)
市
民
等

　組回覧の書類を自治会長宛に送付した
が、特定の自治会のみ、書類の不足が何度
も生じた。

　連絡をいただいた自治会長宅に職員が持
参した。

　組回覧の依頼課によるデータの確認不足
（年度当初の古いデータを見ていた）

　適宜、掲示板等で修正がある旨を周知す
るほか、該当自治会が対象時は部数を確認
した。

行政経営課
文書法制課
デジタル推
進課

63

- - -

⑧誤送付 高齢介護課 Ａ (4)
市
民
等

　市民ボランティア(いきいきはだのサ
ポーター)45名への研修案内のメール送付
において、BCCで送信するべきところを、
CCで送信した。

　電話、面会及びメールにより、メールア
ドレスが漏えいしたことの謝罪と、メール
の削除を依頼した。

　メール送信ボタンを押した際に、宛先が
外部メールアドレスの場合に必ず表示され
る「BCCへ変更するか」の確認メッセージ
に対し「いいえ」を選択したため。

　外部アドレスへメールを送信する場合
は、必ずBCCで送信し、メール送信前に
は、複数人による確認を行う。
個人情報の取扱いについて再確認及び注意
喚起した。

行政経営課
文書法制課
デジタル推
進課

64

- - -

⑧誤送付 障害福祉課 Ｉ (4)
市
民
等

　身体障害者手帳の受取り通知を、対象者
世帯に誤って重複して郵送してしまった。
　対象者世帯から問合せがあり、事案が判
明した。

　対象世帯に、電話連絡をして、重複して
通知したことのお詫びと後日誤って取り扱
わないように、一部については破棄又は手
帳受取りのため来所する際、持参するよう
依頼した。
　念のため全対象世帯に連絡して確認した
ところ、同様の誤りはなかった。

　事務担当者が送付作業について、複数の
他の業務と重なり繁忙となっていたとこ
ろ、失念し誤って送付していまったもの。

　従来、受取通知書の封入作業まで、会計
年度任用職員とペアで、対象者リストの作
成、読み合わせ等を行っていたが、発送の
有無までチェックすることした。

行政経営課
文書法制課
デジタル推
進課

65

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

6
郵送時の
手続きミ
ス

⑧誤送付 会計課 Ａ (4)
市
民
等

　口座振込通知書を送付する際に、誤って
別の債権者に送付した。

　本来送付すべき債権者には、すぐに口座
振込通知書を送付し、誤って送付してし
まった方には謝罪のうえ、送付した通知書
を破棄してもらった。

　仕分け封入する際の誤り及び確認不足 　送付前に、担当者以外の複数名で確認す
ることを徹底する。

行政経営課
文書法制課
デジタル推
進課

66

- - -

⑨メール 文化振興課 Ａ (4)
市
民
等

　本課事務局の協会において、イベント参
加者の募集をメーリングリストを基に送信
したところ、そのリストが最新の状態に更
新されておらず、退会済の会員に対しても
通知を送ってしまった。

　メーリングリストの更新状況を課長代理
に確認し、再度発生の防止をした。

　メーリングリストの更新漏れ、送信時の
送信先確認漏れによるもの。

　今後誤って送付しないよう、メーリング
リストの名簿を見直し、必要のない個人情
報については削除する。 行政経営課

デジタル推
進課

67

- - -

⑨メール 保育こども園
課

Ａ (7)
そ
の
他

　２つの保育所等（伊勢原八雲幼稚園、サ
ンキッズ南が丘こどもえん）へ園児の認定
情報等をメールで送付する際に、伊勢原八
雲幼稚園の園児情報（３５名分）を、サン
キッズ南が丘こどもえんへ誤送付した。

　誤送付先であるサンキッズ南が丘こども
えんに、メールの削除を依頼し、削除完了
の報告を受けた。この段階で、文書法制課
及びデジタル推進課へ報告。その後、伊勢
原八雲幼稚園へ誤送付があった旨を説明、
謝罪し、了承を受け対応を終了した。

　メール送付時に添付ファイルの確認漏れ
があったため。

　メールに添付するファイルを、送付前に
入念に確認を行っている。

行政経営課
デジタル推
進課

68

- - -

⑨メール 国県事業推進
課

Ｉ (1)
所
属
職
員

　災害時に県道等の通行止め情報などを発
信している緊急情報メールにおいて、通行
止めの時間について事実と異なる情報を発
信しそうになった。

　課内確認の中で事実と異なる箇所を発見
し、修正した。

　過去の発信メールを引用し作成したた
め。

　過去の発信メールを引用する際には、必
ず場所や時間を確認のうえ発信すること
し、緊急時においてもダブルチェックを徹
底するようにした。

行政経営課
デジタル推
進課

69

- - -

⑩ホーム
ページ

文書法制課 Ａ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　市ホームページに会議資料を公開したと
ころ、過年度の資料と差し変わっていた。

　掲載データのファイル名称に年度及び会
議の回数を入力し、ファイル名称の重複が
発生しないようにした。

　ホームページにアップロードした公開
ファイルの名称が過去のファイルと重複し
たことにより、リンクが過年度のファイル
と紐づいたことによるもの。

　本事象を課内で情報共有し、同様の事例
を発生させないよう注意喚起を図った。

広報広聴課

70

- - -

⑩ホーム
ページ

道路整備課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　ホームページ公開用に作成したＰＤＦ
ファイルのタブに、誤ったファイル名称が
表示されているのが判明した。

　公開済みのＰＤＦファイルについて、同
様な事例が無いか再度確認を行った。

　ＰＤＦ化する前のパワーポイントデータ
は、過去の様式を上書きして作成したもの
であり、ファイル名以外の情報を更新する
作業を怠ってしまった。

　ホームページ等公開する前に、各ファイ
ルの「文書のプロパティ」等で正しいファ
イル名やタイトル名となっているか、必ず
確認するよう周知を徹底した。 広報広聴課
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資料３

71

- - -

⑪情報セ
キュリティ
（誤出力）

高齢介護課 Ａ (4)
市
民
等

　負担限度額認定の申請において、利用者
負担段階を入力せず認定証を発行してしま
い、再度の来庁をお願いすることとなっ
た。

　市民へお詫びをし、正しい認定証を手渡
した。

　パソコンのシステムで発行を行ってい
る。入力が誤っているとエラーが表示され
る設定で、表示されたのにも関わらず、そ
の意味を理解せずに認定証を発行してし
まったこと。また、ダブルチェックを行
なっているが、確認が不十分であったこと
が原因

　負担限度額認定の発行方法について、再
確認した。マニュアルに今回の事例を載
せ、注意喚起を行った。

デジタル推
進課

72

- - -

⑪情報セ
キュリティ
（誤出力）

国保年金課 Ｉ (5)
監
査

　口座伝送データの受渡しに使用するＵＳ
Ｂメモリを持ち運ぶ際に、暗号化等の措置
を講じていなかった。

　個人情報保護委員会からの指摘を受け、
他課と共に、ＵＳＢを使用しない伝送デー
タの移動方法を検討した。

　庁内での短距離での持ち運びのため、暗
号化等の措置は不要と考えていた。

　課員に対し、終礼時において、指摘事項
を共有するとともに対応策を周知した。
　全庁的に、伝送データは会計課の所定の
場所の共有フォルダへ保存後、会計課が所
有するＵＳＢメモリでデータを移動するよ
う運用を改めた。

デジタル推
進課

73

- - -

⑪情報セ
キュリティ
（誤出力）

会計課 Ｉ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　コンビニ収納サービス（市税）利用につ
いて、収納日前日に横浜銀行秦野支店へ各
担当課の納付書を持ち込むことになってい
るところ、１課分を集計時に漏らしてしま
い、不足のまま提出してしまった。

　収納日当日の昼に提出先へ架電のうえ、
本来の持ち込み日に間に合わなかった旨謝
罪するとともに、架電後すぐに不足分を追
加提出した。

　納付書に添付する内訳書の確認不足（従
来提出されていない担当課に架電による確
認をする必要があった）。

　処理スケジュール及び担当者を確実に把
握し、過不足等に迅速に対応できるよう努
める。

デジタル推
進課

74

- - -

⑪情報セ
キュリティ
（誤出力）

学校教育課 Ａ (4)
市
民
等

　就学援助の新入学学用品費の申請者に対
し、R8.1.28に認定/非認定通知を発送し
た。2/4に中学校分の対象者から、認定通
知の裏面に他人の認定通知が印字されてい
るとの連絡を受けた。

　両面印刷となっている認定通知を回収
し、正式な通知書を渡した。
　裏面に記載された申請者に対し電話で謝
罪し、了承を得た。

　小学校分は1人あたり2ページの両面印
刷、中学校分は1人あたり1ページの片面印
刷の通知書となる。
　紙折り機での折りに不具合の生じた中学
校分1枚を再発行した際、誤って2ページ両
面印刷にしてしまった。小学校分が両面印
刷であったことが誤りにつながった。

　小・中学校で記載内容が違うことを念頭
におき、十分な確認作業を行う。

デジタル推
進課

75

- - -

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

総合政策課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　事務局を務める広域行政協議会において
実施したイベントで、抽選プレゼントの当
選者を決定するに当たり、応募者数が定員
よりも少なかった賞があったことから、そ
の残数について他の応募多数であった賞の
落選者を対象として抽選した。その際、当
初からその賞に応募していた参加者と他の
賞の落選者を混在させて抽選したことか
ら、本来当選とすべき対象者が落選として
処理されていた。

　抽選プレゼントの発送後、間もなく気が
付いたため、誤って落選となっていた対象
者について、プレゼントの追加当選及び発
送を行った。

　当初から応募していた参加者は当選を確
定し、その残数について再度抽選すべきと
ころ、フラグ等を立てないまま処理を行っ
たため、抽選対象者が混在したもの

　抽選作業の手順を整理し、担当内のダブ
ルチェックを経て、当選者を決定する。

文書法制課
デジタル推
進課

76

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

0 -

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

資産税課 Ａ (1)
所
属
職
員

　固定資産税等の調定額については、毎月
月初めの営業日を基幹系システムの処理禁
止として集計を行っているが、禁止日に税
額更正を行ってしまったため、市民税課の
市税徴収実績表の作成スケジュールに遅滞
を生じさせてしまった。

　税額更正したものを、更正前に戻し、翌
日に再度集計を行った。

　月初めのシステム処理禁止が周知されて
いたが、失念していた。

　月初めのシステム処理禁止について、再
度周知をした。

文書法制課
デジタル推
進課

77

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

人事課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　部分休業の制度改正に伴い、システム保
守事業者の指示に基づき職員がシステム設
定を行ったところ、部分休業取得者の給与
が休業実績と異なる内容で減額計算されて
いた。

　データの全件確認を行い、正しい内容に
訂正のうえ、給与支給事務を行った。

　システム保守事業者との情報共有が不足
していたため、システム設定を誤った。

　新たなシステム設定を行う際には、シス
テム保守事業者の訪問による作業を基本と
する。ただし、やむを得ず訪問以外となる
場合は、システム保守事業者とシステム画
面を共有し相互に確認しながら作業する。

文書法制課
デジタル推
進課

78

- - -

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

文化振興課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　子どもの市展の会場配布用のリーフレッ
トに、出品者の氏名を記載していたとこ
ろ、１名記載漏れがあることを会期前に発
見した。

　修正後のリーフレットを再印刷した。 　Excelの数式により、名簿からの転記を
していたが、そのセルの数式に誤りがあっ
た。

　複数名の職員によるダブルチェックを行
うこととした。

文書法制課
デジタル推
進課

9 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

79

- - -

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

こども家庭支
援課

Ｉ (1)
所
属
職
員

　文書管理システムでの起案に添付された
スキャンデータの文書が、起案内容とは無
関係の文書であった。

　正しいデータと差し替えた。 　使用後速やかに削除又は移動していな
かったスキャンデータがファイルボックス
の中にあったため、添付する文書を間違え
て選択した。

　スキャンデータは使用後速やかに削除又
は移動するよう注意喚起を行った。

文書法制課
デジタル推
進課

80

- - -

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

こども家庭支
援課

Ｉ (5)
監
査

　令和７年度の執行起案が「令和６年度」
ファイルに保存されていた。

　文書管理システム上で修正を行った。 　令和７年度の契約事務の執行伺いを、令
和７年３月に起案したため、保存ファイル
の年限の修正を失念してしまった。

　年度当初の随意契約締結のための準備行
為においては、保管フォルダの年限を変更
しなければいけないことを注意喚起した。 文書法制課

デジタル推
進課

81

- - -

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

産業振興課 Ａ (7)
そ
の
他

　OMOTANコインの問合せフォームによる電
話認証に関する質問に対して、㈱フィノバ
レーの職員がメールで回答する際に、同様
の質問に対する過去の回答を引用して返信
メールを作成したが、引用元に記載されて
いた第三者のメールアドレスが残った状態
でメールを送信した。

　事業者から連絡を受け、速やかに文書法
制課、デジタル推進課へ報告を実施した。

　メールを作成及び送信する際に、内容の
確認が不十分であったことによるもの。

　受託事業者に対して厳重に注意するとと
もに、今後このような事態が発生しないよ
う、社員に対する情報セキュリティ教育等
の徹底するよう、強く要請した。 文書法制課

デジタル推
進課

82

- - -

⑫情報セ
キュリティ
（誤入力）

建設総務課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　他課からの依頼により支出負担行為を作
成したところ、他課の執行起案では繰越明
許予算と記載されていなかったが、実際は
繰越明許予算から支出するケースがあっ
た。

　伝票の修正を行った。 　執行起案の件名にのみ繰越明許と記載さ
れていたが、同起案の起案説明（予算科
目）には繰越明許と記載していなかった。

　起案全体を注視し、誤った認識を生みか
ねない記述についてはその都度確認する。

文書法制課
デジタル推
進課

83

- - -

⑬情報セ
キュリティ
（入力漏
れ）

人事課 Ｉ (5)
監
査

　職員採用情報を発信している専用Xにつ
いて、令和2年度より運用しているが、そ
のパスワード変更を行っていなかった。
　このことについて、情報セキュリティ監
査で指摘を受けた。

　指摘を受け、パスワードの変更を行っ
た。

　前任者からの引継ぎの際にパスワードを
引き継がれたが、変更する認識がなくその
ままの運用を続けていた。

　年度当初にデジタル推進課へ依頼するＷ
ｅｂフィルタリングの設定時とあわせてパ
スワード変更を行う旨を事務引継ぎに加え
た。

文書法制課
デジタル推
進課

84

- - -

⑬情報セ
キュリティ
（入力漏
れ）

警備第二課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　ＡＶＭの設定ミスにより、本来直近隊と
して出動する事案に対して出動指令がかか
らなかった。

　指令がかからないことに疑問を抱いた職
員がシステムを確認したところ、車両のＡ
ＶＭが適切に設定されていなかったため、
情報指令課に連絡し、出動可能であること
を伝え、出動指令をかけなおしてもらい、
出動した。

　乗車する隊員全員でのＡＶＭ動態確認不
足

　乗車する隊員全員が確認することを再徹
底するとともに、部隊が所属する事務所で
も確認することに加え、出向先でも必ずＡ
ＶＭの動態状況を確認することを徹底させ
た。

文書法制課
デジタル推
進課

85

- - -

⑬情報セ
キュリティ
（入力漏
れ）

消防管理課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　勤務時間外には、電話機の外線受信につ
いてＩＶＲ（自動音声応答システム）を
「不在」設定しているが、通常勤務を開始
した際、その設定を解除することを失念し
た。

　勤務開始時に設定解除を忘れることがな
いように電話機本体に「不在中」とアナロ
グで表示する仕組みとした。

　失念によるもの 　不在設定の「入・切」時には、課内で声
を掛け合うことで失念防止対策を図った。

文書法制課
デジタル推
進課

86

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑭情報セ
キュリティ
（障害等）

デジタル推進
課

Ａ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　基幹系住民情報システムの業務サーバの
動作が遅延し、住民記録の異動入力等のシ
ステム利用が約２時間にわたり全庁的に停
止した。

　保守事業者に連絡し、早急に障害復旧を
図るように依頼した。
　なお、参照業務や帳票発行のみの業務に
ついては、サブ環境を使用し業務を継続す
るよう、庁内の関係各課へ周知した。

　住民記録システムのプログラム不良によ
るもの。

　保守事業者が、住民記録システムの設定
値を修正するとともに、不具合修正版のプ
ログラムを適用した。
　なお、システムの稼働監視を充分に行
い、システム障害の予兆の早期検知や、不
具合情報の迅速な提供を行うよう保守事業
者へ要請した。

デジタル推
進課

87

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑭情報セ
キュリティ
（障害等）

デジタル推進
課

Ａ (1)
所
属
職
員

　本庁舎と各出先拠点との間の通信を行う
ために利用しているＮＴＴ東日本の回線中
継設備が故障し、５か所の出先拠点で約２
時間３０分、庁内ネットワークが不通と
なった。

　事業者に連絡し、早急に障害復旧を図る
ように依頼するとともに、該当する出先拠
点へ復旧までは代替手段により事務を継続
するよう周知した。

　事業者が管理する、回線中継設備の故障
によるもの。

　回線中継設備の点検を行い、経年劣化等
が認められる場合は、予防交換をするよう
事業者に要請した。

デジタル推
進課

10 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

88

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑭情報セ
キュリティ
（障害等）

資産税課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　標準化に伴う第１回移行検証で、日立シ
ステムズ側が5,000㎡の土地のダミーデー
タを生成し、画地番号が未入力であったた
め、バッチ処理がエラー終了した。また、
物件数、調定額等にも移行前データと大き
な差異が発生した。

　日立システムズSEに確認し、該当の物件
に画地番号を入力して対応した。

　日立システムズSEがダミーデータを生成
し、その状態のまま本市の検証に進んだこ
とによるものだった。また、このようなダ
ミーデータがあることについて、日立シス
テムズ側から連絡はなかった。

　日立システムズに連絡を密にすることと
今後はダミーデータを生成した後に本市が
検証することがないように、強く要請し
た。また、デジタル推進課から各課に対
し、スペースで注意喚起を行った。

デジタル推
進課

89

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑭情報セ
キュリティ
（障害等）

資産税課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　標準化に伴う第１回移行検証で、日立シ
ステムズによるプログラムミスにより、土
地評価システムと連携するためのバッチ処
理（本市向けにカスタマイズされたもの）
がエラー終了した。

　日立システムズSEに連絡し、早急に原因
究明を行うよう要請した。

　日立システムズにおけるカスタマイズの
誤りがあることが判明した。具体的には、
オープン化後に一部システムに変更があっ
たにもかかわらず、オープン化後すぐの古
い資材でカスタマイズをしてしまったとの
ことであった。

　カスタマイズの誤りが本番移行時に発生
しないように、強く要請した。また、デジ
タル推進課から各課に対し、スペースで注
意喚起を行った。 デジタル推

進課

90

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑭情報セ
キュリティ
（障害等）

資産税課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　標準化に伴う第１回移行検証で、償却資
産のバッチ処理を行ったところ、エラー終
了した。

　日立システムズSEに連絡し、早急に原因
究明を行うよう要請した。

　ファイルの桁数が現行と異なっているこ
とが判明した。ファイルの桁数は従前と変
わらないと以前に日立システムSEが説明し
ていたが、実際には異なることが判明し
た。

　本市への説明に誤りがないように、強く
要請した。また、デジタル推進課から各課
に対し、スペースで注意喚起を行った。

デジタル推
進課

91

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑭情報セ
キュリティ
（障害等）

国保年金課 Ａ (7)
そ
の
他

　システム標準化移行作業において、カス
タマイズの移行漏れにより、帳票（納付
書）印字エラー（文字化け）が発生し、そ
の納付書が一部の被保険者に渡ってしまっ
た。

　直ちに事業者に連絡して、システムの修
正を行い、一部の該当者については、納付
書等の回収を行い、市金庫及びコンビニで
納付されたものについて、正しい納付額で
納付されたことを確認した。

　窓口で発行する納付書は、カスタマイズ
した帳票であり、そのカスタマイズが行わ
れなかったことにより、印字エラーが発生
してしまった。

　事業者に対しては、デジタル推進課同席
のもと事情聴取を行い、今後こうした誤り
が発生しないよう確認した。
当面の間、窓口及び電話にて納付書の再発
行があった場合には、複数人によるチェッ
クを徹底することを申し合わせた。

デジタル推
進課

92

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

2
ＩＣＴ
管理

11
委託業者
トラブル

⑭情報セ
キュリティ
（障害等）

会計課 Ｉ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　会計管理者が、支出命令票の審査承認時
に、コメントを入れると、他の支出命令票
にもコメントが入った。

　デジタル推進課を通じて、システ事業者
に確認

　他市でも同現象があり、システムに問題
があった。

　コメント機能を利用しない。1か月後シ
ステム改修を行った。

デジタル推
進課

93

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

12

不正確
な金額
による
計上

42 支払誤り

⑮会計伝票
処理

財産管理課 Ａ (7)
そ
の
他

　支出命令の伝票起票において、請求書記
載の金額ではなくその小計額をシステムに
入力したため、消費税相当額が支払われて
いないことについて、支払先の担当者から
問い合わせがあった。

　会計課に対応方法を確認し、同一請求書
に基づき消費税相当額を追加で支払うこと
とした。併せて、支払先担当者に事情を説
明し、後日追加で支払うことの了承を得
た。

　支出命令の入力時に、請求書の請求額全
体ではなく小計額を入力しており、請求書
記載金額とシステム入力額の確認が不十分
であったため。

　支出命令の起票に当たっては、請求書記
載金額とシステム入力額を必ず照合すると
ともに、税込額・税抜額の別を含めて決裁
過程における確認を徹底する。あわせて、
実施した課内ミーティングでは、本事案を
共有するとともに、管理職等による確認時
間を確保する観点から、慢性化している支
払日直前の起案を避け、早期に起案するよ
う徹底を図った。

会計課

94

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

0 - 0 -

⑮会計伝票
処理

環境共生課 Ａ (4)
市
民
等

　講師等謝礼支払いの遅延 　事業協力者に対し報酬を支払う旨説明し
ていたが、協力者から未入金との連絡を受
け確認したところ、振込手続が行われてい
ないことが判明した。直ちに支払手続を行
い、併せて支払予定日を本人へ連絡した。

　協力者について債権者登録が未了であっ
たため、登録後に支払う予定としていた
が、手続を失念していた。他の協力者への
支払いを優先したことに加え、請求書の提
出を伴わない報酬であったことから、確認
が漏れたことが一因である。

　支払手続が複数回に分かれることのない
よう、債権者登録を含め必要な事務処理を
早期に行い、支払対象者を一覧で管理す
る。事業終了後は速やかに関係手続を完了
させ、一括して支払いを行うよう課内で徹
底する。

会計課

95

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

0 - 0 -

⑮会計伝票
処理

環境共生課 Ａ (4)
市
民
等

　請求書の送付漏れによる支払いの遅延 　物品を購入した旨の連絡を受けていた施
設担当者が、購入した職員へ確認したこと
により請求書を手元に保管し市役所へ逓送
していなかったことが判明。至急、支払い
の手続をした。

　請求書は、購入先から市役所へ送付され
るものという勘違い、また、事業者から渡
された書類の確認不足によるもの。

　請求書は、購入時に渡される場合と市役
所へ送付される場合があることを再認識
し、購入後のフローを作成したうえで職員
で共有した。 会計課

11 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

96

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

0 - 0 -

⑮会計伝票
処理

環境共生課 Ａ (4)
市
民
等

　支払いの遅延 　購入業者から未払いの連絡を受け、確認
したところ支払い漏れが判明したため、速
やかに支払い手続を行った。

　電子決裁のため請求書を受領した後直ち
にスキャンしファイリングしたが、その
後、他の業務に追われ請求の事実を失念
し、結果として処理が遅延した。

　請求書は一連の支払い手続が完了するま
でファイリングせず、目に見える場所で管
理する。また、請求書受領時に担当内で情
報共有を徹底する。 会計課

97

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

0 - 0 -

⑮会計伝票
処理

環境共生課 Ａ (1)
所
属
職
員

　参加者負担金の入金忘れ 　イベント開催後に施設担当がイベントの
担当職員へ確認したことにより、金庫に保
管し、そのままになっていたことが判明。
至急、歳入の手続をした。

　イベント開催時に参加者負担金を集金
し、そのお金を施設の金庫に保管したが、
その後環境共生課へ送付するのを失念して
いたため。

　担当者任せにせず、複数人で確認するこ
と。また、定期的な金庫の確認（整理）を
行うこととした。

会計課

98

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑮会計伝票
処理

公共建築課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　支出負担行為で１００万円を超える決裁
が課長決裁となっていた。

　部長までの決裁で修正した。 　事務決裁規定の確認を失念していた。 　支出負担行為にて起案を作成する際は、
必ず事務決裁規定を確認することを徹底す
る。

会計課

99

- - -

⑮会計伝票
処理

道路整備課 Ａ (4)
市
民
等

　事業者からの請求書が外部メールで送付
されていたが、担当者が請求書の存在に気
づかず、事業者からの支払日の確認連絡を
受け、支払い手続できていないことが発覚
した。

　早急に支払い手続を行った。 　請求書が外部メールで送付されていた
が、担当者以外が開封し既読になったた
め、担当者が請求書の存在に気づくことが
できなかった。

　業務完了後、請求書が届かなければ事業
者に確認する。
　外部メールを開封した際に、担当外の
メールの際は、未読に設定し直すととも
に、担当者にメールが届いていることを伝
える。

会計課

100

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

-

⑮会計伝票
処理

会計課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　担当課の処理誤り、決裁時の確認不足に
よる電気料金などの執行委任処理エラーが
あり、執行委任の制度上、処理をしたエ
ラー当日１５時までに処理を行わないと全
課の引き落としが出来ない仕組みであるた
め、早急な対応が必要になった。

　早急に執行委任の繰戻と、再度の処理を
行った。繰戻と委任に担当課決裁、財産管
理課合議、財政課決裁が必要であった。

　担当課のマニュアルの確認不足、決裁時
の確認不足によるもの。

　担当課に注意喚起した。今までも行って
いるが、公共料金引き落とし日前日にグ
ループウェアの掲示板で全庁的に注意喚起
することを継続する。

会計課

101

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

12

不正確
な金額
による
計上

42 支払誤り

⑮会計伝票
処理

会計課 Ａ (4)
市
民
等

　合同葬儀の依頼書に金額が25,000円（税
別）と記載があったが、25,000円で支払っ
た。

　追加で消費税2,500円を支払った。 　担当課、会計課の請求書確認不足による
もの。

　事業者によって、請求書の様式が異なる
ため、担当課及び課内に注意喚起した。

会計課

102

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

12

不正確
な金額
による
計上

42 支払誤り

⑮会計伝票
処理

会計課 Ａ (4)
市
民
等

　債権者から振込金額の内容について電話
照会があった。
　確認した所、同名称の別会社に振込をし
ていることが分かった。

　担当小学校から両債権者へ事情の説明を
し、正しい債権者へ支払処理を行った。

　支払処理者、決裁担当、会計課審査の確
認不足によるもの。

　要注意債権者として担当課及び課内に注
意喚起した。

会計課

103

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

0 -

⑮会計伝票
処理

会計課 Ｉ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　収入消込処理の誤り（細節） 　科目更正することで、正しい科目に収入
した。

　担当者が研修の為、別の担当者に事務を
依頼したが、事務処理方法について引継が
行われず誤った収入消込をした。本事案前
と同様の処理（内訳を担当課より収受して
から細節ごとに消込する）をせず、節合計
ごとの処理を行ったまま日計金額の確認に
とどまってしまった。

　引き継ぎの徹底

会計課

104

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

12

不正確
な金額
による
計上

42 支払誤り

⑮会計伝票
処理

会計課 Ａ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　灯油代を税別で支払った。 　追加で税分を支払った。 　担当課、会計課の確認不足によるもの。 　担当課及び課内に注意喚起した。

会計課

12 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

105

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

12

不正確
な金額
による
計上

42 支払誤り

⑮会計伝票
処理

選挙管理委員
会事務局

Ａ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　令和８年１月２５日執行の秦野市長選挙
の投票日当日の投票管理者への報酬を、期
日前投票管理者へ誤って振り込んでいたこ
とが、投票日当日の投票管理者から報酬が
振り込まれていないと連絡があり、判明し
たもの。

　振込後だったため、期日前投票管理者へ
連絡し、誤振込した報酬を返納してもら
い、投票日当日の投票管理者へ報酬の振込
手続を行った。

　対象者の氏名は苗字が同じで、名前が１
文字異なっていたことを見落として、支出
命令を作成したこと。また、起案に添付し
たリストの確認不足によるもの。

　債権者情報の対象者全件をリストと突合
し、確認を行い、再発防止を徹底する。

会計課

106

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

18
計上漏
れ

0 -

⑮会計伝票
処理

教育研究所 Ａ (1)
所
属
職
員

　令和７年４月分のＩＣＴ推進支援業務に
おける委託料の経費について、令和７年度
当初予算での予算計上を失念していたた
め、積算外執行を行った。

　長期継続契約をしており、また、４月に
おいても、学校におけるＩＣＴの推進には
不可欠な事業であるため、早急に対応する
必要があることから、研究所運営費内の他
の委託内容の見直しを図り必要額を捻出
し、積算外執行により対応した。

　本業務は、令和７年度からは経費の縮減
のため会計年度任用職員の採用へ変更する
こととし、報酬費等の予算の措置を行って
いたが、現行の契約が令和４年５月１日か
ら令和７年４月３０日までの長期継続契約
であることを失念していた。

　当初予算の計上時に、担当だけでなく、
複数職員による契約内容のチェックを行う
ようにしている。

会計課

107

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

0 -

⑮会計伝票
処理

教育総務課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　毎月開催される定例教育委員会会議に出
席した教育委員に費用弁償を支払っている
が、３月分の支払いが漏れていることに出
納整理期間に気が付いた。

　出納整理期間内に支払処理を行えたた
め、アクシデントには至らなかった。

　毎月の処理であったが、年度末の多忙さ
から処理が漏れていた。

　毎月の処理をチェックリスト化して処理
漏れの無いようにした。

会計課

108

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑮会計伝票
処理

消防総務課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　消耗品が納品した際、請求書は後日送付
との記載があったが、事業者の手違いによ
り、請求書の送付がされなかった。

　納品後、約１か月経過するも請求書が送
付されないため事業者に確認すると年末年
始のため送付が遅れている可能性があると
の回答を受ける。
　しかし、２月になっても請求書の送付が
ないため、再度連絡をすると、事業者の手
違いによる未送付が発覚した。

　発注から支払いまでの事務が滞っていた
が、事業者任せにしていた。

　納品後に請求書の送付がない場合は、課
内で周知し、支払事務が完了するまで共有
する。

会計課

109

- - -

⑯窓口・電
話対応

教育指導課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　電話の対応が長時間になり、一時的に課
員が来庁者の対応ができなくなることが
あった。

　他課の職員が来庁者に声掛けをして対応
した。

　相談的内容の電話が多く、長時間の電話
となるケースが多くある。そのことが重な
ることで発生してしまった。

　課長と連携し、在庁職員のマネジメント
を徹底する。また、職員同士の場合は、
メッセージ機能やメールなど電話以外の方
法でのやり取りを今以上に徹底できるよう
周知する。

人事課
市民相談人
権課

110

- - -

⑰安全・衛
生管理（職
員）

行政経営課 Ａ (7)
そ
の
他

　国勢調査の調査員活動中に、訪問先建物
の階段から転落し、前歯３本の欠損と顔
面、左膝の挫創など重傷を負った。（調査
員自身から病院受診後に報告）

　調査書類の配布が完了していることか
ら、今後の訪問を中止し、書類提出準備を
進めるよう指示した。
　国勢調査事務における災害事案として、
県に報告し、公務災害の必要手続を進め
た。

　階段を踏み外したことによる転落 　調査時における注意事項として、今後の
調査事務で調査員等と情報共有を行う。
　受け持ち調査区が多かったことも要因と
想定されることから、調査員従事者数の検
証を行う。

人事課

111

- - -

⑰安全・衛
生管理（職
員）

生涯学習課 Ａ (1)
所
属
職
員

　翌日の事業準備のため、公用車で荷物の
運搬中にスライドドアを閉めようとしたと
ころ右親指を挟み負傷した。

　負傷した職員は医療機関を受診し、打撲
と診断された。

　車内に搬入した荷物に気が取られ、車両
のドアを閉める際に注意が逸れてしまっ
た。

　事業の準備作業において手順を調整した
うえで、大型重量物の搬入出作業には複数
人で臨み、周囲の状況をきちんと確認して
取り組むことを徹底する。 人事課

112

- - -

⑰安全・衛
生管理（職
員）

こども育成課 Ａ (1)
所
属
職
員

　掃除のためエアコンフィルターを取り外
そうと踏み台へ乗った際、足を滑らせ転
倒。転倒した所に座卓があり、その上に並
べられていたレゴブロックに頭部をぶつけ
出血。

　周りの支援員による止血及び退勤に伴
う、フォローを行った。

　踏み台が30㎝程度の低いものであったた
め一人で作業を行ったこと。

　一人で作業せずに他の支援員にサポート
を依頼する。また、座卓を移動させるな
ど、周辺環境を整えてから作業にあたるよ
う注意喚起した。 人事課

113

- - -

⑰安全・衛
生管理（職
員）

水道施設課 Ａ (1)
所
属
職
員

　倉庫から屋外に水道資材を運搬していた
時、通路が狭かった場所で、他の職員に接
触して資材を落としそうになった。

　通路の状況を確認しながら順番に搬出し
た。

　重い資材であったため、慌てて運搬をし
てしまった。

　複数人で運搬したり、声掛けを行った。

人事課

13 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

114

- - -

⑰安全・衛
生管理（職
員）

警備第二課 Ａ (1)
所
属
職
員

　建物火災において、火災原因調査中に専
用住宅の居室天井裏にある石膏ボードに隊
員の体重が乗り、石膏ボードの繋ぎ目が湾
曲して居室内部の天井クロスが裂けたもの

　事故認知後に当直責任者に報告し、現状
確認のため現場に向かうとともに謝罪をし
た。

　天井裏での調査に当たり、隊員が断熱材
に覆われた石膏ボードの上を移動したた
め。

　天井裏や屋根上などでは、構造を理解し
たうえで踏み抜きに留意し、体重の分散や
足掛け位置の徹底をする。

人事課

115

4
資産の
保全

15
資産管
理

51
不十分な
資産管理

⑱安全・衛
生管理（市
民）

下水道施設課 Ｉ (7)
そ
の
他

　安全衛生委員会で浄水管理センター管理
棟南側通用口の段差が危険であると指摘を
受けた。

　構造上、段差解消ができないため、トラ
テープを貼り通行者の注意喚起を図った。

　構造上の段差は解消できないため、安全
な通行に対して注意が行き届かなかった。

　浄水管理センターの他の通用口について
も再点検し、再発防止を図った。

関係各課等

116

- - -

⑱安全・衛
生管理（市
民）

教育研究所 Ａ (4)
市
民
等

　はだのE-Labの樹木の伐採を事業者に委
託したが、伐採することを近隣住民に周知
しなかったため、木くずが隣接する企業の
駐車場と車に飛散し、近隣住民から連絡が
あった。

　市民の方からの連絡で認識し、お詫びを
行うと共に、委託業者に連絡をした。

　伐採する日を事前に近隣住民に周知しな
かったこと及び事業者に木くずの飛散防止
の対応を確認しなかったことから発生し
た。

　事前に近隣住民に周知するとともに、事
業者に木くずの飛散防止の対応を確認する
ようにする。

関係各課等

117

- - -

⑱安全・衛
生管理（市
民）

警備第二課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　傷病者を乗せたストレッチャーを車内収
容する際に、ストレッチャー操作の不備で
約１０センチメートル不測の降下をしたも
の

　傷病者の怪我の有無を確認し、傷病者及
び家族へ、発生状況の説明、謝罪を行っ
た。
　警備第二課長が消防長、消防署長、警防
課長及び消防管理課長へ報告を行った後、
秦野警察署で現場検証を実施した。

　ストレッチャー操作の不備及びコミュニ
ケーション不足

　各署へ出向して、ストレッチャー収納時
の手順及び声掛けの再発防止対策を、課内
職員へ周知、徹底するよう指導する。

関係各課等

118

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 契約検査課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　契約書類を作成したが、事業者に手渡す
際の最終確認時に一部書類が足りないこと
に気が付いた。

　契約書類を差し替えた。類似のミスがな
いか、確認を行った。

　書類を綴じこむ際の確認不足 　綴じこんだ後に過不足がないか、確実に
確認を行う。

契約検査課

119

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 債権回収課 Ｉ (5)
監
査

　同一の日付及び同一の業者で印刷製本費
を執行しているが、その金額は、合計する
と２者による見積合わせが必要となる金額
であった。

　同一日付け、同一業者に対する執行につ
いて、複数に分けず、一本化して執行す
る。

　業務遂行に対する確認、認識不足 　計画的に執行するよう、進捗状況及び事
務処理の確認を行う。

契約検査課

120

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 防災課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　近接又は同一の日付でいずれも見積合わ
せが不要となる金額で、同一業
者から複数回にわたり消耗品を購入しそう
になった。

　２者による見積り合わせを行い、購入し
た。

　従来の購入方法と同様に購入しようとし
たため。

　特定の業者に請け負わせることを目的と
して、意図的に見積合わせを回避したと疑
われないよう、法令順守の事務処理に努め
るとともに、職員間のチェックを徹底す
る。

契約検査課

121

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 国保年金課 Ｉ (7)
そ
の
他

　本課が契約検査課に依頼し発注した入札
案件について、公告日以降に仕様書に不明
瞭な点があり、入札参加者が適正な入札金
額を算定できないおそれがあったため入札
を中止した。

　質問締切日前に入札を中止。仕様書を修
正し、再度、入札を実施した。

　仕様書に記載している統計情報の利用に
関する文書が、令和６年１２月に個人情報
保護委員会から発出されたレセプデータ等
の保有個人情報の利活用に関する注意喚起
に該当することが、事業者からの質問で判
明したため。

　担当者だけでなく、管理職も個人情報保
護委員会からの通知を確認するなど業務に
対する理解を深めるようにする。

契約検査課

122

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 こども政策課 Ｉ (5)
監
査

　委託業務等の支払事務における不備（検
査調書の作成漏れ、完成届の作成漏れ）

　定期監査の事前調査において、契約事務
に関する注意事項として指摘されたため、
課内で情報共有を行った。

　担当者及び決裁者の確認不足 　必要とされる事務処理を再確認し、適正
な執行に努める。

契約検査課

14 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

123

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 こども政策課 Ｉ (5)
監
査

　予定価格が100万円を超える一者特命随
意契約(委託業務)の執行伺について、契約
検査課の合議が必要であったが失念した。

　定期監査の事前調査において、契約事務
に関する注意事項として指摘されたため、
課内で情報共有を行った。

　担当者及び決裁者の確認不足 　必要とされる事務処理を再確認し、適正
な執行に努める。

契約検査課

124

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 こども家庭支
援課

Ｉ (5)
監
査

　着手届、工程表、現場代理人等選定届の
一部に収受印が押されていなかった。

　収受印を押すとともに、文書管理システ
ムのデータも差し替えた。

　書類を受け取った後、収受印の押印を失
念したまま保管してしまった。

　書類を受け取ったら、収受印を必ず押印
するよう注意喚起を行った。

契約検査課

125

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 健康づくり課 Ｉ (5)
監
査

　契約書の作成を省略した案件において、
請求書に検査員による検査年月日の記入や
記名又は押印が漏れていた。

　請求書に検査員が検査年月日を記入し、
押印した。

　担当職員の認識不足と管理・監督職によ
るチェックが徹底できていないことから起
きてしまった。

　今回のミスを踏まえ、担当職員による原
因分析を行い、予算主任と再発防止策
の確認を行ったほか、グループウェア内の
契約事務を改めて確認するよう、指導し
た。

契約検査課

126

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 森林ふれあい
課

Ｉ (5)
監
査

　近接した日付で同一業者から同一の原材
料を購入しているが、合計すると２者によ
る見積合わせが必要となる金額（原材料費
１０万円以上）であった。
 消耗品でも同様の事例があった。

　定期監査の結果における「監査事務局長
の指摘事項」に対する措置状況について取
りまとめ、監査事務局長に報告した。

　職員の認識不足や監督者等の確認が不十
分であったことが原因であったため。

　契約執行について改めて契約規則等関係
法令を遵守することにより再発防止を図
る。
また、予算執行計画に基づき、適切な時期
に契約、支払いをしたか予算主任等が確認
することでチェック体制の強化を図る。

契約検査課

127

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 はだの魅力づ
くり推進課

Ｉ (5)
監
査

　業者と事前に調整を行っていたが、納品
及び請求が円滑に進まなかったため、結果
として、合計すると2者による見積合わせ
が必要となる金額であったにもかかわら
ず、見積合わせが不要となる金額で分割す
る形となり、短期間に同一業者から複数回
購入してしまった。

　再発防止を図るため、本事案の内容を課
内で共有するとともに、事務処理の適正化
について周知を行った。

　事前調整後の業者への確認が、十分でな
かった。

　適切な事務の執行に向けて、課内で周知
を行ったほか、担当職員だけでなく、複数
の職員による確認を行うこととする。

契約検査課

128

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 秦野駅北口に
ぎわい創造担
当

Ａ (4)
市
民
等

　一般競争入札により業者選定を行う委託
業務の発注に際し、登録事業者から質問を
受け、設計書を確認したところ、業務と設
計の内容に相違があることが判明し、入札
を中止した。

　予算の範囲内で設計内容を見直し、再度
発注した。

　設計書に掲載すべき項目を見落とし、入
札手続を進めたため。

　同様の誤りが生じないよう、基本チェッ
ク方法を見直すとともに、積算システム特
性の理解に努めた。

契約検査課

129

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

0 -

⑲契約事務 都市整備課 Ｉ (3)
国
・
県
・
他
行
政

　債務負担行為設定による複数年にわたる
委託業務に係る年度末の支払いについて、
検査関係書類の不足が国庫の県完了認定検
査により発覚した。

　監督職員、検査職員への聞き取りを行っ
た上で、委託業者に対して資料の提出を指
示することにより、委託業務が適切に履行
され、また、検査は適切であったことを示
した。

　関係職員（国庫担当、発注担当、監督担
当、検査担当）の業務に関する認識共有の
不足によるもの。

　関係職員及び委託業者で打合せを行い、
委託業務において求められる成果物や出来
高の確認方法及び時期、記録の残し方を確
認した。 契約検査課

130

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　契約締結伺の件名が異なっていた。 　修正した。 　確認不足によるもの。 　他職員含め確認を徹底する。

契約検査課

131

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　着手届、現場代理人選定届、工程表に収
受印がないものがあった。

　収受印を押し受領した日付を記録として
正しく残した。

　規定の認識不足によるもの。 　収受印が必要な書類に関して再認識す
る。

契約検査課

15 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

132

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　完成届の市監督員欄の記載が漏れてい
た。

　記載した。 　確認不足によるもの。 　記載・添付漏れ等がないか確認を徹底す
る。

契約検査課

133

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　完成届の契約期間が契約書記載の期間と
一致していなかった。

　修正した。 　確認不足によるもの。 　期間等間違いがないか確認を徹底する。

契約検査課

134

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 交通住宅課 Ｉ (5)
監
査

　見積書に代表者名がないものがあった。 　再提出を依頼した。 　確認不足によるもの。 　記載・添付漏れ等がないか確認を徹底す
る。

契約検査課

135

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 開発指導課 Ｉ (5)
監
査

　令和６年度環境創出行為等完了台帳マイ
クロフィルム作成及び電子化委託業務（単
価契約）について、請求書に検査年月日及
び検査員の記名又は押印不足

　検査年月日を確認し、追記し、検査員の
押印を行った。

　手続に対する理解の不足によるもの。 　ダブルチェックを重点的に行い、再発を
防止する。

契約検査課

136

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 建築指導課 Ｉ (5)
監
査

　契約及び支出に伴う起案等について、必
要書類や押印の不足、起案名等に不備が見
受けられた。

　既に契約や支出が終了してしまっている
ものであるため、特段の対応無し。

　手続に対する理解の不足によるもの。 　各手続を定める規則等根拠を確認し、課
内で周知を行った。

契約検査課

137

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 建設総務課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　駅前広場の委託契約などにおいて、見積
依頼文などの書式が古いまま、作成し、送
付しようとした。

　決裁の過程で、指摘されたため、最新の
書式とした。

　委託内容などが以前と変わらないため、
前年度の物を使い続けてしまい、書式の内
容確認を怠った。

　契約検査課の書式についてはその都度、
確認する。

契約検査課

138

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 建設総務課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　請書における契約期間を契約締結日の翌
日とし、そのまま印刷したため、契約期間
の始期があいまいとなってしまった。

　決裁の過程で、指摘があり判明、修正し
た。

　内容を確認せず、以前からの書類を使っ
てしまった。

　先方に請書などを送付する際に確認す
る。

契約検査課

139

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 建設総務課 Ｉ (5)
監
査

　請書原本と文書管理システム上のデータ
で契約日が異なっていた。

　データの修正を行った。 　データの修正を失念していた。 　電子データと紙資料の照合を徹底する。

契約検査課

140

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 建設総務課 Ｉ (5)
監
査

　着手届及び完成届の施工場所が、他の書
類と異なっていた。
　また、完成届の監督員と検査調書の検査
員が兼務していた。

　事業者に修正箇所を指摘し、再度提出し
てもらった。

　完成届などの書類の内容確認を怠った。 　請書などを確認し、注意して事務処理を
進める。
　なお、検査書類については、契約規則な
どを確認し、進める。 契約検査課
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令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

141

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 建設総務課 Ｉ (5)
監
査

　着手届、完成届、現場代理人選定届がそ
れぞれ複数あった。

　原本と写しを保管していたため、写しを
破棄した。

　書類の内容確認を怠った。 　提出された書類を確認し、事務処理を進
める。

契約検査課

142

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 道路整備課 Ｉ (5)
監
査

　近接した日付で同一品を同一業者から複
数回に分けて購入しているが、いずれも合
計すると２者による見積合わせが必要とな
る金額であった。

　監査から同様の指摘を建設部の他課も受
けたことから、部内で再発防止策を話し
合った。

　カラープリンタートナーの保管場所が不
足していたことから、ストックが１個にな
るようトナーが切れ際に注文していたこと
から、各カラーが近接した日にトナー切れ
となり、近接する日付での購入となったた
め。

　トナーの残量を確認し、同一品は、可能
な限り数量をまとめ、金額に応じ適切な事
務処理を行うことを周知徹底した。

契約検査課

143

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 道路整備課 Ｉ (4)
市
民
等

　物件補償契約における除却対象物におい
て、市と所有者の間で認識の食い違いがあ
ることが判明し、除却期限内に除却が完了
しない恐れが生じた。

　物件所有者と打合わせを行い、除却対象
物を再確認した。

　除却対象物についての説明を口頭で行っ
たことによる認識の食い違い。

　除却工事は物件所有者の費用負担に大き
く影響するため、除却対象物の説明に誤解
が生じないよう、図面等を活用することと
した。 契約検査課

144

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 公園課 Ａ (1)
所
属
職
員

　国費の補助を受けている案件について、
手続が未了の状態で入札事務手続きを開始
していることに気が付いた。契約検査課に
依頼して、急遽入札を中止した。

　契約検査課に、速やかに事情を説明し、
入札中止の対応をしてもらった。また、国
費の補助の手続きを至急行った。

　国費の申請手続の知識不足によるもの。 　国費の申請事務について改めて確認、課
内で周知するとともに、年間スケージュー
ルで把握し、複数人で意識・把握する対応
をとるようにした。 契約検査課

145

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 公園課 Ｉ (5)
監
査

　契約や支払事務にかかる書類に不備が
あった。

　指摘された項目について、確認、修正を
した。

　契約等の執行事務の知識不足によるも
の。

　契約事務について課内で改めて確認、課
内で周知するとともに、起案をする際には
複数人で再確認する。

契約検査課

146

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 経営総務課 Ｉ (4)
市
民
等

　自動販売機の入札を公告していたが、入
札参加者からの指摘により、資料として公
開していた自動販売機の実績に誤りがある
ことがわかった。

　開札前であったため、入札を中止した。 　資料の確認不足によるもの。 資料の公開前に数値の根拠をもう一度確認
する。

契約検査課

147

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 営業課 Ｉ (5)
監
査

　上下水道料金等包括委託業務の契約書に
おいて、契約保証金の免除条項の記入が漏
れていた。

　指摘を受け、作成した契約書を修正し
た。次年度の契約等で再発しないように努
める。

　契約書様式を使用する際に、必要な項目
の記入漏れをした人為的ミスによるもの。

　担当者及び承認者による確認を徹底す
る。

契約検査課

148

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 営業課 Ｉ (5)
監
査

　菖蒲流量計情報管理システム情報配信
サービス利用契約ついて、前年度中に新年
度の契約締結伺まで起案した。

　次年度の契約等で再発しないように努め
る。

　停止条件付契約事務手続の制度に関する
確認不足によるもの。

　担当者及び承認者による確認を徹底す
る。

契約検査課

149

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 水道施設課 Ａ (5)
監
査

　10万円を超える委託契約の場合、請書の
作成が必要だが、作成していなかった。

　請書の作成を行った。 　担当者及び決裁者の確認不足によるも
の。

　必要書類一覧表に基づいてチェックを入
念に行う。

契約検査課

17 / 18 



令和７年度　アクシデント・インシデント事例一覧

↓ 1：自課職員　2：他課職員　3：国・県等　4：市民等　5：監査　6：議会　7：その他

№ 目的 № 分類 № リスク

認
知
の
契
機

№ 財務に関する事務についてのリスクの分類
（地方公共団体による内部統制制度の導入・実施ガイ
ドライン（平成31年3月）による分類）

事例の類型化によ
る分類

発生課等 発
生
レ
ベ
ル

内　　容 発生課等による対処 発生した原因 再発防止のために
発生課等が講じた措置

リスク
マネジメント

主管課

資料３

150

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 学校教育課 Ａ (1)
所
属
職
員

　秦野市立小中学校学習用端末の保守委託
業務（令和７年度債務負担行為設定）（長
期継続契約）の入札において、契約検査課
への入札執行依頼後、仕様書の不備に気づ
いた。

仕様書を精査したところ、受注者の要件と
する業務体制及び再委託に関する記載が漏
れていたため、入札を中止した。

仕様書の確認不足。 仕様書に不足がないか、十分に確認した上
で施行する。

契約検査課

151

2

業務に
関わる
法令等
の遵守

7
契約・
経理関
係

0 -

⑲契約事務 消防総務課 Ｉ (5)
監
査

  消耗品の購入に当たり、近接した日付で
同一事業者から数回に分けて購入している
が、合計すると２者による見積合わせが必
要な金額であった。

  監査事務局長からの指摘を受け、改善案
を報告した。

  近接した日付で消耗品を購入する場合
で、合計して見積合わせが必要となる金額
に達するときは、見積合わせをしなければ
ならないという認識の不足によるもの。

  購入の時期を精査した上で、購入予定金
額に沿った契約事務を行こと及び契約事務
におけるルールの再教育及び管理・監督職
によるチェックを行うこととし、課員に対
して周知を図った。

契約検査課

152

- - -

⑳その他
（類型化し
ないもの）

戸籍住民課 Ａ (4)
市
民
等

　おくやみコーナーで亡くなった方の介護
保険証を回収したところ、提出されたのは
故人の配偶者（存命）の保険証であった
が、そのことに気づかず高齢介護課に回付
し、収受印が押され使用不能となってし
まった。

　高齢介護課に依頼し、再発行して郵送し
てもらった。

　おくやみコーナーで作成又は提出された
書類は、複数人で内容確認後に各担当課へ
回付しているが、介護保険証に記載された
氏名の確認は行っていなかったことによ
る。

　内容確認の際に介護保険証の氏名も確認
する。

―

153

3

財務報
告等の
信頼性
の確保

12

不正確
な金額
による
計上

42 支払誤り

⑳その他
（類型化し
ないもの）

スポーツ推進
課

Ａ (1)
所
属
職
員

　会計年度任用職員の給与額を誤って支給
した。

　正しい支給額を積算し、既支給額との差
額を支給した。

　会計年度任用職員の給与積算に際し、人
事課の担当者に確認していたが、算定方法
の正しい認識ができず、時間外単価（週休
日）の適用条件の算定方法を誤ったため。

　課内マニュアルを作成し、職員間で周知
を図るとともに、二重チェック体制により
再発防止を図っている。
　また、他課で同様の誤りが起きないよう
全庁的に周知するよう人事課に依頼した。

人事課

154

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

1
不十分な
引継

⑳その他
（類型化し
ないもの）

都市整備課 Ａ (2)
庁
内
他
課
の
職
員

　土地区画整理事業における仮換地指定時
点で、固定資産評価事務取扱要領等に基づ
き、個々の土地価格を比準させ、令和７年
の評価に反映させる必要がある。そのため
に資産税課へ当指定の報告と調書の提出が
必要であることが判明した。

　当課が組合から調書を取得し、資産税課
へ共有。当課及び資産税課にて、経過や制
度の概要、今後の対応方針について打合せ
を実施。資産税課において、対象者の特定
及び影響金額の確認を行い、全容を把握し
た。
　対象者へ訪問のうえ、還付や納付金額更
正の通知書等を送付した。

　組合土地区画整理事業を支援する当課に
おいて、その措置の認識がなく、引継ぎが
行われていなかったことによる。

　課内ミーティング等で本事案及び資産税
課作成の固定資産評価事務取扱要領を課職
員へ説明、情報共有を図った。
　同様の事案が発生しないよう、市施行及
び組合施行の事業における注意事項等をま
とめた引継ぎを徹底するなど、再発防止に
努める。

―

155

1

業務の
効率的
かつ効
果的な
遂行

1
プロセ
ス

0 -

⑳その他
（類型化し
ないもの）

都市整備課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　会計年度任用職員の支給事務において、
正しい内容にするために再度起案した支出
命令書等の起案（会計課合議決裁後）を
誤って削除していたことが判明した。

　会計課へ事情説明のうえで問題の有無を
確認し、支払期限までに再度、事務処理し
た。

　当初の起案決裁後に人事課より、「シス
テム発行支出命令等に金額誤りがあったた
め、再度起案処理すること」の連絡を受
け、直ちに事務処理し、起案が重複したこ
とによる。

　本件は、予算主任者から決裁後の施行に
ついて状況確認があり、判明できたため、
事案を課内に周知し、各自グループウェア
上のスケジュールに処理期限等を入力する
ことを引き続き徹底した。

―

156

- - -

⑳その他
（類型化し
ないもの）

建築指導課 Ａ (4)
市
民
等

　長期優良住宅認定通知書について、誤っ
て他人に交付してしまった。

　誤交付を受けた事業者により事実発生を
認識後、至急対象者に連絡を取ってお詫び
するとともに、通知書を回収の後に本来の
交付先に交付を行った。

　交付時の確認不足によるもの。 　本アクシデントを課内で周知し、交付前
の確認を入念に行うよう、再度確認を行っ
た。

―

157

- - -

⑳その他
（類型化し
ないもの）

建築指導課 Ｉ (1)
所
属
職
員

　建設リサイクル法の届出受付時に交付す
るシールについて、誤って２枚重なったま
ま交付してしまった。

　シールの番号がずれていることに気づい
た当課職員が、直前の届出者であった庁内
他課に連絡、シールが２枚重なっていたこ
とを確認したため、重なっていた不要分に
ついて廃棄を依頼した。

　届出受付時の確認不足によるもの。 　本インシデントを課内で周知し、交付前
の確認を入念に行うよう、再度確認を行っ
た。

―

158

- - -

⑳その他
（類型化し
ないもの）

農業委員会事
務局

Ａ (1)
所
属
職
員

　事前に証明書の発行依頼が電話であり、
準備をして来庁を待っていた。
　受渡しの約束の日に来庁した別人を依頼
者と思い込み証明書を交付した。

　証明書の交付後、誤って交付した方から
の申出により、依頼者とは違うことが分か
り、証明書を返却してもらった。

　本人確認が不十分であった。 　証明書等交付時の本人確認を徹底する。

―
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